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（写真は輪島市中心部、2025年9月5日撮影）



はじめに ―当方と能登半島地震

•法社会学を専攻

東日本大震災後、災害も研究テーマに

•能登半島・金沢への若干の訪問とヒアリング

黒い屋根の住宅の広範囲での倒壊―2024年1
月の地震、津波＋9月水害による甚大な被害
ヒアリング―石川県庁、輪島市役所、法テラ

ス石川・金沢弁護士会、石川県司法書士会、特
定非営利活動法人ピースウィンズ・ジャパン
（橋本さんへの畏敬の念）、日本障害フォーラ
ム（JDF）、公益財団法人ほくりくみらい基金、
能登半島地震被災者共同支援センター、土屋明
広氏・多橋和輝氏（金沢大学）など 2



トピック

•罹災証明と各種支援制度

•法律相談、震災ADRなど
•近時の法改正 ―福祉サービス提供など
•避難・所

•災害関連死

•公費解体

•仮設住宅と災害復興住宅

•被災者の生活再建と地域社会の復興・活性化

•その他

＊赤字はセッションで発言したテーマ 3
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〇罹災証明と各種支援制度

•判定のあり方

主に住家の被害の度合いが対象（能登半島地震
では、地震と豪雨の二重被災で判定する運用に）

•判定による影響の大きさ

とりわけ半壊（20-29％の損壊）以上の認定で、
仮設住宅、災害公営住宅、被災者生活再建支援制
度、公費解体などの対象かが決まる

•再判定申請のリスク

指摘される市町による傾向の違い

•被災者生活再建支援制度

上限300万円（能登半島地震で上乗せあり）
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55
（永井海弁護士作成「被災者支援カード（2025年6月9日版）」）
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〇法律相談、震災ADRなど

•法テラス

民事法律扶助での震災法律援助（2016年―）
による法律相談無料化、法テラス号（ワゴン
車）の活用 ―震災法律援助は1年限定（豪雨
災害については2025年9月19日まで）、行政手
続（罹災証明や公費解体の申請等）は対象外

•弁護士会

無料法律相談、震災ADR（2025年8月29日ま
でに90件超申請）―弁護士・会の自助と限界
•関連士業

とりわけ建築士との連携の重要性

•被災ローン減免制度
6



77

（一般社団法人さいわいウェブサイト
より）
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〇避難・所

•環境

•食品の給与 ―1人1日1,390円以内
＊金銭支給不可の運用

•女性、障害者の視点 ―福祉避難所を含めて

• 1.5、2次避難の評価、自主避難所の扱い

＊見落とされがちな在宅被災者の支援
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99
（内閣府（防災担当）「令和６年能登半島地震における避難所運営の状況」
（令和６年能登半島地震に係る検証チーム（第3回）、2024年4月15日資料）より）



〇近時の法改正―福祉サービス提供など
•福祉サービスの提供を、救助の種類等に追加

（改正災害救助法、改正災害対策基本法も明記）

• DWAT（災害派遣福祉チーム）―厚労省「災害時の
福祉体制の整備について」2025年改正で明記
実効性―日常業務との関係、県外からの応援
研修の統一化と内容の実質化

要支援者情報の共有は現時点でなし

•被災者援護協力団体登録（災害対策基本法改正）

ボランティア実費弁償、災害中間支援組織は
10



11

（社会福祉法人 全国社会福祉協議会「令和6年能登半島地震におけるDWAT活動につ
いて」令和6年能登半島地震を踏まえた災害対応検討ワーキンググループ（第3回）、
2024年8月7日資料）
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